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１．はじめに 

 近年、経済協力開発機構（OECD）の加盟国を中心にエビデンスに基づく政策の必要性が

議論されるようになった[宮本, 2020: 463]。エビデンスに基づく政策という概念は 1990年

代に医療分野で普及した。例えば、イギリスでは医療は無料を謳っているが、その原資は国

民が支払っており、予算は無限ではない。イギリスの疫学者アーチ・コクランは何でもかん

でも無料の医療をというのではなく、有効な医療に無料の治療を、と説いた[中澤渉, 2018: 

117]。これが教育分野にも拡大した。 

エビデンスに基づく教育とは「教育研究によって政策や実践をデータで実証的に裏付け

ること」を意味するものであり、教育・訓練への教育予算の裏付けと費用対効果の視点から

の政策評価というふたつの面で、政策プロセスの文脈にかかわるようになった[岩崎, 2017: 

24]。政策や実践の有効性を科学的根拠によって証明できなければ、限られた公的資金をつ

ぎ込む根拠がないと判断されて、今度は支出削減対象になり[中澤渉, 2018: 119]、公的資金

の投資効果の証明が求められるようになっている。 

 なかでもアメリカは、教育について以前からデータを中心に議論する風潮が強く、特に、

2002年に「落ちこぼれ防止法（No Child Left Behind Act; 以下NCLB）」が成立してから

は、エビデンスに基づく教育政策が具体的な形で表れるようになった[中澤渉, 2018: 119-

120]。NCLB には「不利な条件にある生徒への教育サービスの計画にあたっては、科学的

根拠のある研究結果を考慮しなければならない」「若者の暴力やドラッグを防止すると科学

的に示された施策に予算を振り向ける」[田辺, 2006: 32]という文言が盛り込まれている。 

このように教育投資効果という観点から教育政策や実践に科学的根拠を求めるアメリカ

では、公的な資金を投入して学校で運動部活動を運営している。NFHS（National 

Federation of State High school Associations; 全米高校協会連合）によると、学区の教育

予算のうち 1～3％を、運動部を含む課外活動の予算に充てていること（注 1）が多い。限

られた学区の教育予算を課外活動である運動部活動にも分配するには、他の教育政策や実

践と同様に有効であるかどうかの科学的根拠を求められることになる。 
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２．研究目的 

それでは、アメリカにおける学校運動部の教育投資効果に関して、どのような研究がなさ

れているのだろうか。田辺は、NCLB 成立に伴って、エビデンスに基づいた教育実践を行

うために、米教育省下の教育科学研究所の主導でWhat Works Clearinghouse（以下WWC）

というウェブサイトが作られたと述べている[田辺, 2006: 34-38]。豊は、何をレビューする

かの意見がWWC で出されるとし、2004 年から 2006年までに挙げられた具体的なトピッ

クとしては「早期教育」「初期読解力」「小学校の算数」「中退防止策」「（英語を母語としな

い）英語習得者」「道徳教育」「青少年期リテラシー」「学習障害を持つ生徒」「高校の数学」

「障害を持つ子どものための早期教育」があり、これらをもとに実践ガイドが作成されてい

る[豊, 2011: 77]。また、アメリカのエビデンスに基づく教育政策と実践に関して批判的な捉

え方もある。鈴木は、数量的エビデンスの「客観性」の影にある権力抗争に着目し、何を持

ってエビデンスとするのか、誰のためのエビデンスなのかを問うことの重要性を指摘して

いる。そして、エビデンスは政治家や官僚を納得させるためのものであって、経済効果のあ

るものだけを教育の「効果」として評価していると批判する[鈴木, 2018: 201-202]。このほ

かに、アメリカの歴史的背景と運動部の教育効果に関しては、中澤が、1900～1930年代に

運動部の教育効果が謳われた社会的文脈として、よりよい労働者を育成するとした価値づ

けやキリスト教的男らしさの育成から、集団のための自己犠牲やチームワークを促したと

している[中澤篤史, 2018: 108-109]。 

 これらの先行研究から、アメリカが教育政策を決定するためにデータ分析を重視してき

たことや、2002年に成立した NCLBではこれまでよりもエビデンスに基づく教育が求めら

れ、エビデンスと実践を仲介するために WWC が設立された経緯やその機能が明らかにな

った。また、運動部活動の歴史的変遷において、1900～1930年代には、よりよい労働者の

育成やキリスト教的男らしさ等が運動部の教育効果として挙げられていたことがわかる。

一方で、エビデンスによる教育投資効果の提示は、政治家や官僚を納得させるためのもので

あり、経済効果のあるものだけを効果として評価しているという批判もなされている。しか

し、これらの先行研究からは、エビデンスに基づく教育を求める最近のアメリカで、運動部

活動への教育投資効果として何を測定して公金投資の根拠としているのかは明らかになっ

ていない。そこで本稿では最近のアメリカにおける運動部活動の教育投資効果のエビデン

スについて分析し、主なエビデンス項目を構造化することを目的とする。 

  

３．研究の方法 

NFHSの The Case for High School Activity（高校課外活動の論拠; 注 1）で示された文

献のうち、音楽、芸術活動だけを調査対象にしている論文、中国、カナダ、スイス、オース

トラリア等のアメリカ以外の国を対象に調査した論文、新聞記事を除いた 37文献を分析す

る。NFHS は各州の高校体育協会・連盟へ向けて規則の策提案や管理者・指導者への講習

を提供している組織で、全米 50州とワシントンDC地区の各州の高校体育協会・連盟が加
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盟している。 

The Case for High School Activityは「課外活動は教育投資効果が大きいので維持される

べきである」という NFHSの主張を裏付けるものとして提示されている。これらは、運動

部を含む課外活動の管理運営者等が、学区教育委員会へ予算要求する際に、教育投資効果の

エビデンスとして提示されることを想定している。したがって、学校の課外活動を推進する

組織が、運動部を含む課外活動の教育投資効果の論拠として、どのような文献を収集したの

かを明らかにすることができる。なお、本稿では何を測定して教育投資効果のエビデンスと

しているのかを分析し、構造化するのが目的であるので、各文献のエビデンスの信頼度の程

度については問わない。 

 NFHSの The Case for High School Activity でも「教育の結果の向上」や「健康的ふる

まい」といった大まかな分類をしているが、文献が何を測定しているのかを具体的に捉える

ために、「教育改革の推進のための総合的調査研究～教育投資の費用対効果に関する基本的

な考え方及び文献の収集・整理～報告書」[三菱総合研究所, 2008: 12]の構造化モデルを使

用する。この構造化モデルは、OECD の学習成果分類を細分化したもので、国内外で取り

上げられた教育投資の費用対効果に関する文献の調査対象の抽出・整理を目的として作成

されている。したがって、このモデルの整理軸によって、NFHSが何を調査し、どのような

エビデンスによって運動部の教育投資効果の有効性を示しているのかを明らかにすること

ができる。これによって、NFHS が提示する教育投資効果のエビデンスを分類し、社会的

背景を考察したうえで、構造化する。なお、1つの文献で複数の項目を測定しているものは、

複数の項目にわたって分類する。 

この構造化モデルの分類項目は次の通りである。「学力向上」「進級・卒業促進」「ライフ

スキル獲得」「社会化」「体力向上」「所得向上、雇用獲得、貯蓄増大」「就労条件改善・職業

的移動能力向上（世代内移動）」「社会移動達成（世代間移動）」「健康増進」「社会関係資本

構築」「レジャー活動の多様化」「マクロ経済成長・税収増加・社会的サービス向上」「公的

支出抑制」「社会の流動性・公正性促進」「平均寿命上昇」「治安改善」「文化の伝達・普及、

国民統合、社会的凝集性上昇」「平和促進」「市民参加促進」「知識スピルオーバー」「環境保

全促進」。 

また、図 1のとおり、この 21項目はそれぞれが独立しているのではなく、実社会では互

いに影響を及ぼして循環しながら相乗効果を創出している。例えば、教育投資を通じて学習

者が「学力」を獲得した場合、将来的には「所得向上」につながり、「所得向上」は「税収

増加」をもたらす。このような相乗効果については、エビデンスの分類後に構造化して、検

証する。 
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図 1 「教育改革の推進のための総合的調査研究～教育投資の費用対効果に関する基本的

な考え方及び文献の収集・整理～報告書」[三菱総合研究所 2008:p12]より引用 

 

４．結果 

1）運動部活動の教育投資効果のエビデンスの概要 

 分析の結果、「学力向上」「進級・卒業促進」「ライフスキル獲得」「社会化」「所得向上、

雇用獲得、貯蓄増大」「就労条件改善・職業的移動能力向上（世代内移動）」「健康増進」「社

会関係資本構築」「治安改善」「市民参加促進」の項目についてはエビデンスを提示していた。

しかし、「体力向上」「社会移動達成（世代間移動）」「レジャー活動の多様化」「マクロ経済

成長・税収増加・社会的サービス向上」「公的支出抑制」「社会の流動性・公正性促進」「平

均寿命上昇」「文化の伝達・普及、国民統合、社会的凝集性上昇」「平和促進」「知識スピル

オーバー」「環境保全促進」についてのエビデンスは提示されていなかった。そこで、次に

エビデンスとして提示された項目の多かった順に分析する。 

 

2）運動部活動の教育投資効果として提示されたエビデンスについて 

①学力向上 14文献 

運動部に参加している生徒と参加していない生徒の学力テストや成績評価を比較してい

る[Dumais, 2009]。さらに、参加している課外活動の種類や参加形態について違いがあるの

かを調べるために、運動部のみ、運動部とその他の課外活動、運動部以外の課外活動のみに

分けての学力比較[Lipscomb, 2007, Marsh, 2002]や、複数の活動に参加している生徒の学

力調査[Knifsend, 2012]、体育の授業履修者と学外でのスポーツ活動参加者の学力を比較し

ている[Coe, 2006]。また、人種や性別ごとに、運動部に参加している生徒とそうでない生徒

の学力比較も行っている[Dumais, 2009, Lumpkin, 2012, Everson, 2005]。このほかに、学

校が課外活動を提供することは、学校全体の学力向上に寄与するかという観点からも教育
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効果の計測をしている[Stearns, 2010]。これらの背景には、NCLB が「すべての生徒が，

2013～2014年の学年度までには読解と数学において熟達（proficient）ないし、よりよい程

度に到達することによって，高いアカデミックなスタンダードに到達する」「すべての英語

に熟達していない生徒が英語に熟達する」[甲斐, 2014: 79]を目標に挙げていることがある。

人種的マイノリティの生徒を含むすべての子どもが学力をつけるという国の教育課題に対

し、運動部を含む課外活動に効果があるかを調べ、おおむね効果があるとするエビデンスを

提示している。 

 

②健康増進 12文献 

運動部に参加している生徒とそうでない生徒の比較や、運動部を含むスポーツ活動に参

加している生徒とそうでない生徒を比較し、運動部活動やスポーツ活動に参加している生

徒のほうが、食生活等において、より健康的なふるまいをしているかを調べている[Pate, 

2000, Harrison, 2003]。さらに、人種や性別、活動の頻度、運動部以外の課外活動もしてい

るかによって、健康的なふるまいに違いがあるかも測定している[Denault ,2009, Moilanen, 

2014]。このほかに、健康増進だけではなく、運動部を含む課外活動に参加している生徒と

そうでない生徒を比較し、課外活動を含む運動部の参加は、健康を阻害する違法な薬物摂取

やアルコール摂取を抑止する効果があるか[Pate, 2000, Molianen, 2014, Harrison, 2003]、

自殺行為を抑止する効果や絶望感から生徒を守る効果があるかを調べている[Harrison, 

2003, Taliaferro, 2008]。これらの背景には、薬物乱用は深刻なアメリカの国家的課題であ

り、アメリカの財政を圧迫する喫緊の問題として位置付けられている[杉江, 2018: 482-483]

という状況がある。前述した NCLB でも「若者の暴力やドラッグを防止すると科学的に示

された施策に予算を振り向ける」[田辺, 2006: 32]という文言が盛り込まれており、さらに、

NCLBの主要なゴールとしても「すべての生徒が，安全で，ドラッグのない，学習に資する

学校，教室で教育を受ける」[甲斐, 2014: 79]が挙げられている。提示されたこれらのエビデ

ンスは、違法な薬物摂取の抑止も含めて、運動部を含む課外活動参加は健康増進におおむね

効果があるとしている。 

 

③進級・卒業促進 11 文献 

運動部に参加している生徒と参加していない生徒の高校退学率や卒業率、出席日数等を

比較している[Lumpkin, 2012, Overton, 2001]。運動部活動に参加している生徒と参加して

いない生徒の大学出願や進学の比較[Marsh, 2002, Zaff, 2003]、高校卒業後の教育[Gardner, 

2008, Rouse, 2012, Lutz, 2009, Lipscomb, 2007]を比較している。アメリカでは州によって

違いはあるが、少なくとも高校の途中までが義務教育であり、NCLBの目標のひとつに「す

べての生徒がハイスクールを卒業する」ことが挙げられている[甲斐, 2014: 79]。また、WWC

トピックの「中退防止」でも、効果ある推奨策のひとつとして課外活動を挙げており、学校

の教職員に助けを求められる関係づくりや学校外での潜在的な問題行動を回避することを
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学ぶことができる[IES, 2008: 33]としている。高校の中退者を減少させ、卒業者を増やすこ

とは国の重要な教育課題であり、運動部を含む課外活動参加は、進級・卒業促進におおむね

効果があるというエビデンスを提示している。 

 

④市民参加促進 文献数 7 

18歳から 25歳までの人の選挙投票行動、ボランティア参加を、高校時代に運動に参加し

た人と参加していなかった人とで比較している[Lopez, 2006]。課外活動経験のある人はそ

うでない人に比べて、国政、地方選挙の投票、地域・宗教団体でボランティア行動をしてい

るかを測定している[Zaff, 2003]。また、黒人の青年期の投票行動と課外活動経験との関連

を測定している[Braddock, 2007]。これらは、一部で条件つきではあるが、運動部を含む課

外活動者はそうでない人に比べて、卒業後により市民活動に参加しているというエビデン

スを提示している。 

 

⑤社会関係資本構築 文献数 4 

運動部を含む課外活動に参加している生徒は、そうでない生徒と比べて友人との関係を

維持・拡大できるかを比較している[Schaefer, 2011]。中学から高校への移行期に、スポー

ツ活動、学業に関する活動に継続的に参加している生徒とそうでない生徒を比較し、継続的

に活動に参加している生徒は、中学から高校への移行期により多くの友人関係を持ってい

るかを測定している[Bohnert, 2013]。これらは、運動部を含む課外活動参加は、友人関係

の維持・構築に効果があるというエビデンスを提示している。 

 

⑥就労条件改善・職業的移動能力向上[世代内移動]文献数 3 

高校時代に運動部の一軍選手だった人とそうでなかった人と比較して、自信、自尊心等が

あるかや、管理職である率を測定している[Kniffin, 2014]。高校時代に２年以上、課外活動

経験がある人はそうでない人に比べてよりフルタイム雇用の仕事についているかを調べて

いる[Gardner, 2008]。これらは、運動部経験者はそうでない人に比べて管理職についてい

る率が高く、よりフルタイム雇用の仕事についているというエビデンスを提示している。 

 

⑦社会化 文献数 2 

運動部を含む課外活動に参加している生徒はそうでない生徒と比較して、学校への愛着

や適応が促進されるかを測定している[Barber, 2005]。課外活動の参加形態と、問題行動や

向社会的行動との関連を測定している[linver, 2009]。これらは、おおむねアメリカの課外活

動が学校への適応や向社会的行動に効果があるというエビデンスを示している。 

 

⑧治安改善 文献数 2 

教育支出のうち生徒活動・スポーツ費への支出が、教育者に対する身体暴力のリスクを減
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少させる可能性があるかを測定している[Sage, 2010]。運動部参加率が高い学校では、校内

で発生する重大犯罪（暴力犯罪など）や停学処分が少ないかを測定している[Veliz, 2012]。

これらは、課外活動参加は、学校内での犯罪や暴力抑止効果があるというエビデンスを提示

している。ただし、社会的な治安改善についてのエビデンスは提示されていなかった。 

 

⑨ライフスキル獲得 文献数 1 

高校アメリカンフットボール部のコーチは、パフォーマンスのコーチングと切り離さず

にライフスキルを育てる指導をしている[Gould, 2007]。これは、運動部活動がライフスキ

ルを身に付けるための指導も提供しているというエビデンスを提示している。 

 

⑩所得向上 文献数 1 

高校時代に２年以上課外活動経験がある人はそうでない人に比べてより収入を得ている

かを調査している[Gardner,2008]。これは、２年以上の課外活動経験は収入と正の相関があ

るとし、２年以上の課外活動経験者はそうでない人と比べて収入が高いというエビデンス

を提示している。 

 

3）運動部の教育投資効果のエビデンスとNCLBの関連 

エビデンスの提示数が多かった「健康増進」「学力向上」「進級・卒業促進」の 3項目は、

2002年に成立した NCLBの主要なゴール[甲斐, 2014: 79]である「学力の向上」「高校卒業

率の上昇」「ドラッグのない教育環境」「人種による学力格差」と一致していた。NFHSは運

動部を含む課外活動への教育投資が、NLCB の目的達成にも効果があるというエビデンス

を提示しているといえる。 

 

５．結論 

提示された主なエビデンスについて構造化すると図 2 のようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 運動部の教育投資効果の主なエビデンス項目の構造化 
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NFHSは運動部を含む課外活動に、「公的支出抑制」に効果があるというエビデンスは提

示していない。しかし、違法薬物摂取はアメリカの財政を圧迫していることから、運動部を

含む課外活動に予算をつけることによって違法薬物摂取の抑止に効果があるというエビデ

ンスを提示することで、間接的効果として国家の財政負担軽減に好ましい影響が出るとい

うロジックが成立する。また、違法薬物摂取やアルコール摂取を原因とする犯罪の減少が期

待でき、治安改善にも好ましい影響が期待できるという主張ができる。 

「所得向上・雇用獲得」に関するエビデンスは 1文献しかなかった。しかし、課外活動を

含む運動部活動は「学力向上」「進級・卒業促進」に貢献しているというエビデンスを提示

することで、間接的効果として個人の将来の所得向上につながることが予測でき、最終的に

は公的な間接効果として税収増加につながる[矢野, 2009:6]というロジックが成立する。 

したがって、運動部を含む課外活動への教育投資は、直接的には NCLB で掲げられたゴ

ールの達成に貢献し、間接的には、国家の財政負担軽減や税収増加につながるという説明に

よって、学区教育委員会や税を納める住民に対し、運動部活動への教育投資についての理解

を求めていると考えられる。 

 

６．おわりに 

NFHS が提示しているこれらのエビデンスは、運動部を含む課外活動に投じている予算

を、学力向上や違法薬物乱用抑止に特化したプログラムに振り替えて投資した場合には、ど

のような効果が出るのかという疑問には応えられていない。また、これらのエビデンスが信

頼性の高いものと仮定しても、このエビデンスが教育実践につながっているとは言い切れ

ない。なぜならば、実際には、集団種目の運動部活動では、トライアウトという入部テスト

を課すことが一般的であり、恩恵を受ける生徒が限定されているからである。このような実

態について、限られた予算を他校との試合のために費やすのではなく、希望者の誰でもが入

部できて活動費用も抑えられる校内運動部を充実させるべきだという主張[Overman, 

2019:33-36]もある。提示されたエビデンスが運動部の実践の場で、どのように活用されて

いるかは今後の課題とする。 

 

注 1 

https://www.nfhs.org/articles/the-case-for-high-school-

activities/#:~:text=They%20are%20not%20a%20diversion,Activities%20are%20Inheren

tly%20Educational. （最終閲覧日 2023年 1月 11日） 
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